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自動運転社会到来に向けた
我が国の課題と責任

巻頭言  生命科学の進展に寄せて

1．はじめに
　機械工学科を卒業したにもかかわらず、自動車にあまり興味のなかった筆者で
すが、平成 8 年に警察庁科学警察研究所（科警研）に入所し、交通事故鑑定の仕
事をするために必死で自動車の構造や交通工学の勉強したことを思い出します。
当時は初心ドライバーの交通事故が社会問題となっていましたが、少子高齢化は
急速に進行しており、高齢ドライバー対策こそ重要だと感じていました。
　また、ABS やエアバッグといった安全装置が普及しはじめた時代でしたので、
それらの性能を評価する研究 1）や安全装置によって記録された（加速度などの）
電磁記録をいかに鑑定に活用するかといった検討をしていました。社会の雰囲気
は、運転アシストシステムが次々に社会実装されている現在と少し似ていたかも
しれません。
　その後、平成 18 年からは厚生労働省国立長寿医療センターで生活支援機器開発
研究室長として勤務し、医師などの医療スタッフと共に高齢ドライバーの運転能
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力診断や運転リハビリ技術の開発に取り組みました 2,3）。平成 20 年からは自治体
と連携して富士河口湖町高齢ドライバー支援事業（現在はシニアドライバー支援
事業）などの社会実験 4,5）にも取り組んでいます。
　一方で、高齢ドライバーへの逆風は（本来の事故リスク以上に）年々強まり、
高齢ドライバー問題を扱う報道のラストでは、いかに高齢者に免許を返納させる
かといった話題が定番になっていました。ところが、この 1 ～ 2 年で状況は変化
し、番組の最後には自動運転への期待が語られるようになってきました 6）。しかし、
自動運転が本当に高齢ドライバー対策の切り札なのでしょうか？確かに、完全な
自動運転が実現すれば人為的な交通事故はゼロになるかもしれませんが、一般道
での完全自動運転までの道のりはまだ長く、それよりも、衝突軽減、パーキング
アシストなどの先進的な運転支援装置を搭載した「いざという時に安全な自動車」
を高齢者向けに早期に普及させることの方が現実的 7）ではないでしょうか？
　これまで、自動車開発とは異なる立場で自動車および道路交通の問題に取り組
んできた自動車技術者として、今後の自動運転社会到来に向け、我が国の抱える
課題と世界に対する責任を検討してみたいと思います。

2．政府の自動運転に対する取り組みとさらなる課題
　現在、『自動走行ビジネス検討会 8）』では経済産業省と国土交通省が、『戦略的
イノベーション創造プログラム（SIP）自動走行システム 9）』では内閣府、警察庁、
総務省、経済産業省、国土交通省といった省庁が（我が国としては珍しく）綿密
な連携をとって自動運転を推進しています。併せて、国家戦略特区のプロジェク
ト 10）も複数始動し、自治体を含めた産学官が強力な連携の基に自動運転社会の実
現に向けて進み始めました。自動運転を技術的に確立し、交通事故の削減と新た
なビジネスモデルを実現するといった観点からは非常に効率的に物事が進んでい
るようにみえます。しかし、何か見落としていないでしょうか？
　例えば、高齢者の医療・生活支援の観点からみると、自動運転の本格的な導入
による健康への影響と QOL の変化といった視点での国家的な取り組みが不足し
ているように思われます。また、完全に運転が自動化された車両が重大な事故を
起こした場合、現在の警察主体の捜査体制では、十分な原因究明が困難になるの
ではないでしょうか。
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3．医療問題としての自動運転
　これまで高齢ドライバー問題に取り組んできて、いかに高齢者の心身機能の維
持に自動車の運転が影響を与えているかということに気づかされました。すなわ
ち、総合的な脳の処理機能を使う自動車運転は、それ自体が高度な脳トレであっ
て、さらには様々な社会活動に参加して健康と生活の質を維持するためのツール
ともなっています。
　そもそも、移動するという行為は仕方なく行っている『手段』なのでしょうか？
徒歩であっても自動車であっても、人間には自分の意志で移動したいという本能
があるのではないでしょうか？ドア・ツー・ドアで自動運転車両が全てのヒトを
目的地に運んでくれる社会を実現することで人間は幸せになれるのでしょうか？
　事故リスクを大幅に軽減するアシストシステムやドライバーの健康状態をモニ
タリングするシステム、事故時の緊急通報システムなど、自動車に期待される技
術は自動運転以外にも山ほどあります。また、現在はドライバー不足や予算の制
約で本数の少ないコミュニティバスを自動運転によって積極的に活用すること
で、高齢者が（良い意味で不便ではあるけれど）マイカーの運転をやめても健康
と QOL を維持できる街づくりも可能なのではないでしょうか？
　愛知県大府市では本年度「自動運転社会に向けた交通システム検討会」を立ち
上げ、国立長寿医療研究センターや自動車メーカーと共に健康や QOL に配慮し
た自動運転の活用法に関する検討を始めました。こういった取り組みに対しても
国家的な支援が必要ではないでしょうか。

4．自動運転車両と事故捜査
　車体変形量や路面痕跡を利用した従来の交通事故鑑定手法に加え、近年では
EDR（イベントデータレコーダ）に記録された車両挙動データやドライビングレ
コーダの映像を活用することで、鑑定精度が大幅に向上してきました。しかし、
運転支援システムの作動状況の検証やそれらが作動しなかった場合の原因究明な
ど新たな技術的課題に直面しています。今後、自動運転の車両が普及した時に、
これまで警察が行ってきた事故鑑定の延長線上で十分な対応がとれるのでしょう
か？航空機のフライトレコーダのような装置を搭載することで事故原因は究明可
能だという意見もありますが、関係するメーカーが全面的に技術協力することが
大前提です。現在の我が国でそれは可能でしょうか？
　自動車の構造的な欠陥による事故のように、開発段階での実験データが入手で




